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１．一般会計における補正予定項目

人件費の追加

・仙台市人事委員会による、令和７年10月「職員の給与等に関する報告及び勧告」における、職員の給与に関する

　勧告に伴う給与改定への対応に要する経費を追加。

第２款 総務費（人件費を除く）

仙台ふるさと応援寄附推進事業費の追加 228 百万円

・寄附金の増額に伴い、返礼品発送等の管理やポータルサイトの運営に要する経費を追加。

　　寄附額：約15億円→約20億円

財政調整基金造成のための積立金の追加 228 百万円

・寄附金の増額に伴い、積立金を追加。

4,428 百万円

456 百万円

百万円

その他、介護給付・訓練等給付費や生活保護費など、事業の実績見込みへの対応等に要する経費を追加。

会　計 補　正　額

一 般 会 計 9,584

特 別 会 計 130

企 業 会 計 －

合    計 9,714

9,584

新たな冬のイルミネーションイベントにおける、開催エリアの拡大に向けた仙台観光魅力創出事業費を追加。

令和７年第４回定例会補正予算案の概要
仙　台　市

ふるさと応援寄附が好調に推移していることを踏まえ、寄附金の増額への対応に要する経費を追加。
人事委員会勧告に伴う、給与改定への対応に向けた人件費を追加。
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第３款 市民費（人件費を除く）

戸籍電算処理システム構築・運用事業に係る債務負担行為の補正

・戸籍システムの標準化に伴い契約するクラウドサービスのネットワーク障害に備えた補助回線を整備するため、

　債務負担行為を補正。

　　期　間：令和８年度～令和10年度

　　限度額：20,300千円→107,000千円（+86,700千円）

その他勤労者福祉の推進に要する経費の追加 5 百万円

・鍾景閣の保全のため、現在機能が停止している電気設備の復旧や防犯カメラ等の設置に要する経費を追加。

第４款 健康福祉費（人件費を除く）

国民健康保険事業特別会計繰出金の追加 100 百万円

・仙台市人事委員会による、令和７年10月「職員の給与等に関する報告及び勧告」における、職員の給与に関する

　勧告に伴う給与改定に対応するため、国民健康保険事業特別会計への繰出金を追加。

介護給付・訓練等給付費の追加 2,680 百万円

・障害福祉サービス事業における、利用量の増加への対応に要する経費を追加。

地域生活支援事業費の追加 102 百万円

・地域生活支援事業における、利用量の増加への対応に要する経費を追加。

障害者自立支援制度運営管理に要する経費の追加 60 百万円

・相談支援事業における、利用量の増加への対応に要する経費を追加。

補装具費支給等事業費の追加 151 百万円

・補装具の購入等に要した費用の増加への対応に要する経費を追加。

（仮称）西公園屋内遊び場整備事業に係る債務負担行為の設定

・西公園における屋内遊び場の整備に係る総合設計費について、債務負担行為を設定。

　　期　間：令和８年度～令和９年度

　　限度額：195,000千円

4,635 百万円

5 百万円
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こどもの生活に関する実態調査事業に係る債務負担行為の設定

・次期「つなぐ・つながる　仙台こども生活応援プラン」策定や体験格差是正のためのバウチャー事業の制度設計

　等の検討に向けた、こどもの生活実態やサービスに対するニーズ等を把握するための調査について、債務負担

　行為を設定。

　　期　間：令和８年度

　　限度額：5,000千円

妊娠・出産包括支援事業費の追加 47 百万円

・産後ケア事業における、利用者の増加への対応に要する経費を追加。

小児慢性特定疾病対策事業費の追加 89 百万円

・小児慢性特定疾病医療費の増加への対応に要する経費を追加。

生活保護各種扶助費及び中国残留邦人等支援給付費の追加 1,406 百万円

・生活保護扶助費受給者の増加への対応に要する経費を追加。

第６款 経済費（人件費を除く）

仙台観光魅力創出事業費の追加 30 百万円

・新たな冬のイルミネーションイベントにおける、開催エリアの拡大に要する経費を追加。

中央卸売市場事業特別会計繰出金の追加 30 百万円

・仙台市人事委員会による、令和７年10月「職員の給与等に関する報告及び勧告」における、職員の給与に関する

　勧告に伴う給与改定に対応するため、中央卸売市場事業特別会計への繰出金を追加。

２．特別会計における補正予定項目

人件費の追加

国民健康保険事業特別会計 100 百万円

中央卸売市場事業特別会計 30 百万円

・仙台市人事委員会による、令和７年10月「職員の給与等に関する報告及び勧告」における、職員の給与に関する

　勧告に伴う給与改定への対応に要する経費を追加。

60 百万円

130 百万円

130 百万円

3


